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Ⅰ 調査研究の概要 

１．調査研究の目的と背景 

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律が定められ、地域包括

ケアシステム構築に向け、病院も介護、福祉事業者同様、地域でその一翼を担うことが

期待されている。 

また、少子高齢化、財政難と、社会保障を取り巻く環境は厳しく、こうした状況の下

で、各病院とも地域における自院の位置づけ（機能）、経営上の各種課題に対して、勘

などではなく客観的数値に基づいた実態把握、合理的かつ効率的対処が必要である。 

本調査研究では、以下を行った。 

①平成 26 年度病院経営管理指標の作成 

②病院経営分析 

 ⅰ）時系列調査の充実 

ⅱ）機能別病床数と病院経営管理指標から見た安全性・収益性の動向把握 

③経営実態の調査 

 ⅰ）未収金や附帯業務の状況、税理士、公認会計士、コンサルタント等の有資格者 

との契約状況に関する実態調査 

ⅱ）地域医療連携推進法人への関心などに関する調査 
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２. 実施体制 

本調査研究は、以下の構成による委員会を設置し、本事業に関する意見交換や検討を

行い、それを踏まえて研究を推進した。 

 

 

 

委員会の開催状況は以下のとおりである。 

企画検討委員会 

・第１回企画検討委員会 平成27年10月28日 

・第２回企画検討委員会 平成28年２月８日 

 

 

 

 

 

 

○企画検討委員会委員  （敬称略・五十音順） 

委員長      ：田中 滋  （慶應義塾大学 名誉教授） 

委員       ：五十嵐邦彦 （公認会計士） 

委員       ：石井 孝宜 （公認会計士） 

委員       ：土屋 敬三 （医療と介護の経営情報室 室長） 

委員       ：堤  達朗 （エムスリー株式会社） 

委員       ：西澤 寛俊 （公益社団法人 全日本病院協会 会長） 

委員       ：裵  英洙 （ハイズ株式会社 代表取締役） 

 

○ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 

厚生労働省医政局医療経営支援課 

 

○事務局 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ    ：松原 由美 （株式会社明治安田生活福祉研究所  

医療・福祉政策研究部長 主席研究員） 

：浅野 有紀 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

     ：加藤 千尋 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

：小島健太郎 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 

：山本健太郎 （株式会社明治安田生活福祉研究所 研究員） 
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３. 調査方法 

（１） 調査対象 

医療法人の開設する病院、医療法７条の２に規定する者の開設する病院を対象とし、

厚生労働省より提供を受けた対象病院リストにより調査票を配布した。 

 

具体的な開設者は以下のとおりである。なお、平成25年度までは社会保険関係団体に

グルーピングしていた社会保険病院、厚生年金病院、船員保険病院が、平成26年に独立

行政法人地域医療機能推進機構（以下、JCHO）へ移行したことから、本年度調査研究

では、JCHOを含み「旧社会保険関係団体」としてグル―ピングしている。 

 

○医療法人 

 

○医療法７条の２に規定する開設者（自治体） 

・都道府県 

・市町村 

・地方独立行政法人 

 

○医療法７条の２に規定する開設者（旧社会保険関係団体） 

・健康保険組合およびその連合会 

・共済組合およびその連合会 

・国民健康保険組合 

・JCHO（独立行政法人地域医療機能推進機構） 

 

○医療法７条の２に規定する開設者（その他公的医療機関） 

・日本赤十字社 

・社会福祉法人恩賜財団済生会 

・社会福祉法人北海道社会事業協会 

・厚生（医療）農業協同組合連合会 

 

（２） 調査実施方法 

医療法人の開設する病院、および医療法７条の２に規定する者の開設する病院全数を

対象にアンケート調査を実施した。 

調査実施時期は平成27年11月５日から平成28年１月25日である。 

調査方法は次の①または②の方法で行った。 

① 事務局より、調査対象の病院に対し、「平成 26 年度病院経営管理指標調査」調査

票を郵送。調査対象病院が調査票に手書きで記入し、記入した調査票を事務局宛に
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提出。 

② 調査対象病院が事務局ホームページより調査票をダウンロードし、入力した調査票

を事務局宛にＥメールにて提出。 

 

なお、回収率向上を図るため、督促はがきを全調査対象病院に送るほか、４病院団体

（一般社団法人 日本病院会、一般社団法人 日本医療法人協会、公益社団法人 全日本

病院協会、公益社団法人 日本精神科病院協会）、公益社団法人全国自治体病院協議会、

およびJCHOから会員宛てに調査票をＥメールにて送る、専属のオペレーター１名を配

置し督促電話をかける、締切を当初予定日の平成27年11月30日から平成28年１月25日

まで延長する取り組みを行った。 

 

（３） 調査票 

調査票は、【財務票】、【概況票】により構成されている。 

【財務票】では、病院会計準則［改正版］（平成16年８月19日医政発第0819001号）

に則った、平成26年度貸借対照表及び損益計算書について記入を求めた。 

【概況票】では、施設の概況、従事者の状況、患者数の状況、外来患者の医薬分業の

状況、外部評価の実施状況、未収金の状況、地域医療連携推進法人への関心度、専門家

との契約状況、附帯業務の状況について記入を求めた。 

 

（４） 集計方法 

指標の算出に当たっては、規模の大きい病院の影響を抑えるため、まず各病院の指標

を算出したうえで、その指標の平均値を用いた（指標の合計値／病院数）。一方、財務

および非財務の実数については、項目毎の実数の合計値を病院数で除した数値（実数の

合計値／病院数）を用いた。また、病院で算出していない等の理由により、一部の項目

については集計しない個票を含み、明らかに合理性がないと思われる項目については集

計から除外した。 

上記の理由により、記載されている指標と実数から算出する指標とは一致しない。ま

た、一部の指標が算出されない、あるいは指標間で不整合が生じている場合があるほか、

一部の指標では集計対象に含まれるが、他の指標では集計対象に含まれないケースがあ

り、同種のグルーピングでの病院数の合計数が一致していないことがある。 

 

各指標の算式はP47、グルーピングとその定義はP49以降に示した。なお、本調査研

究の病院種別は下記に示すとおり。 

□一般病院     ：一般病床が全体の80％以上を占める病院 

□療養型病院    ：療養病床が全体の80％以上を占める病院 

□精神科病院    ：精神病床が全体の80％以上を占める病院 
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□ケアミックス病院 ：上記以外の病院 

 

４. 調査票の回収結果 

回収した調査票の内容点検、照会を行い、有効回答が得られた計1,313施設（医療法

人679施設、公的病院が634施設）を対象に集計を行った。その結果、本件調査の有効

回答率は18.5％となった。 

指標算出に当っては、なるべく集計対象を増やすことを目的に、調査票の一部の項目

が未記入（給与費の医師・看護師及びその他の常勤・非常勤別の内訳、患者数関連統計

について未記入等）の個票も有効回答とした。一方、貸借対照表（以下、B/S）や損益

計算書（以下、P/L）の実数を掲載するに当っては、全項目に記入がある個票のみを対

象とした。そのため、同一グルーピングであっても実数から指標を作成した場合と、当

該指標間では若干の誤差が生じる場合がある（なお、こうした有効回答の扱いは従来か

らの病院経営管理指標の方法を踏襲）。 

 

図表Ⅰ-１ 調査票の回収結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：施設）

有効回答率

医療法人 5,750 679 11.8%

自治体 950 462 48.6%

旧社会保険関係団体 115 53 46.1%

その他公的 284 119 41.9%

計 7,099 1,313 18.5%

配布数 有効回答数


